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地方圏では支出に見合った収入を得られるような自立型の経済構造の構築が求められている．そのためには，収

入を得るための雇用機会と衣食住を満足させるための生活機会の両方を整備することが重要である．本稿では前者

の雇用に着目し，都市圏と地方圏の地域間格差の実態を職業や個人属性の観点から分析・考察する． 
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1. はじめに 

 

(1) はじめに 

地方圏では支出に見合った収入を得られるような自立

型の経済構造の構築が求められている．そのためには，

収入を得るための雇用機会と衣食住を満足させるための

生活機会の両方を整備することが重要である．本稿では

前者の雇用に着目し，都市圏と地方圏の地域間格差の実

態を職業や個人属性の観点から分析・考察する． 

 

2. 分析方法 

 

(1) 分析対象 

 本稿の対象地域は全国の各都道府県とする．雇用に係

る統計データについては，職業安定業務統計の一般職業

紹介状況（平成 28 年度分）の職業分類（中分類）別有

効求人数及び有効求職者数を用いる． 

 

(2) 分析方法 

本稿の分析方法は以下に示す． 

①職業別求人数を地域間で比較し，その多少関係から

地域特性を確認する． 

②職業別求職者数を世代間及び地域間で比較し，その 

 

多少関係から，世代特性と地域特性を確認する． 

③①②の結果を重ね合わせ，雇用のミスマッチがどの

職業がどの地域でどの程度生じているのかを明ら

かにし，地方圏の雇用環境のあり方を考察する． 

 

3.  職業別求人数の地域特性 
 

 地域ごとに求人数の多い職業の上位 10 位を整理した

結果，地域によって必要とする職業に異なることが確認

した（表-1）．主な特徴を以下①～④に示す． 

 ①高齢化社会の進展を背景に，全国的に「介護サービ

スの職業」が不足していること． 

 ②東北圏や北陸圏，中国圏，四国圏のうち，札仙広福

を除く県では，「商品販売の職業」及び「接客・

給仕の職業」が不足していること． 

 ③三大都市や札仙広福を中心に，「一般事務員」が不

足していること． 

 ④日本経済をけん引する東京圏のうち，東京都や神奈

川県では，「情報処理・加工処理」が不足してい

ること． 
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表-1 地域ごとの職業別求人数上位 10位 

全国計の職業別求人数     1～2位    3～4位    5～6位    7～8位    9～10位 

4.  職業別求職者数の年代・地域特性 

 

(1) 職業別求職者数の年代特性 

年代ごとに求職者数の多い職業の上位 10 位を整理し

た結果，年代によって選好する職業に異なることを確認

した（表-2）．主な特徴を以下①～④に示す． 

①室内での軽作業である「一般事務員」や「その他の

運搬等の職業」，「商品販売の職業」は体力の有

無を問わないため，大半の年代において求職者数

が多い． 

 ②19 歳以下と 20 代は，手軽に働ける「接客・給仕の

職業」や体力を要する「製品製造・加工処理」や

「機械組立の職業」の求職者数が多い．また，

「美術家・デザイナー」の求職者が多い点も特徴

的である． 

 ③30 代～50 代は，近年労働者不足が懸念される「介

護サービスの職業」や「営業の職業」の求職者数

が多い． 
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表-2 年代ごとの職業別求職者数上位 10位 

表-3 地域ごとの職業別求職者数上位 10位 

全国計の職業別求職者数     1～2位    3～4位    5～6位    7～8位    9～10位 

 ④60 歳以上は，「清掃の職業」やタクシードライバ

ーをはじめとする「自動車運転の職業」の求職者

数が多い． 

(2) 職業別求職者数の地域特性 

 次に，地域ごとに求職者数の多い職業の上位 10 位を

整理した．その結果，地域によって選好する職業に異な
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表-4 地域ごとの職業別求人数上位 10位のミスマッチの実態 

全国計の職業別有効求人倍率     0.5未満    0.5～1.0    1.0～2.0    2.0以上 

ることが確認した（表-3）．主な特徴を以下①～④に示

す． 

 ①室内での軽作業である「一般事務員」と「その他の

運搬等の職業」，「商品販売の職業」は体力の有

無を問わないため，地域を問わず求職者数が多い． 

 ②製造業が主力産業である首都圏や中部圏，名古屋圏

では，「製品製造・加工処理」や「機械組立の職

業」の求職者数が多い． 

 ③各ブロックの中心的機能を有する都府県は，多様な

企業や人口が集積するため，「営業の職業」の求

職者数が多い． 

 ④日本経済をけん引する東京都では，他の道府県で上

位 10 位に挙がってこない「会計事務員」や「情報

処理・通信技術」，「美術家・デザイナー」等の

職業がランクインしており，多様な職業を求める

人材が集積している． 

 

4.  雇用のミスマッチ 
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図-1 「一般事務員」の求職者数と求人数 
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図-2 「介護サービスの職業」の求職者数と求人数 
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2.で整理した地域ごとの有効求人数に対して，有効求

人倍率を重ね合わせ，地域や職業によりミスマッチの実

態が異なることを確認した（表-4）．主な特徴を以下①

～③に示す． 

①人手が足りている職業は，「一般事務員」と「その

他の運搬等の職業」のみであり，そのほかの職業

はすべて人手不足である．一般事務の場合，東京

都で約 20万人超過している（図-1）． 

 ②人口が集積している 3大都市圏を中心に，「介護サ

ービスの職業」の人手不足が深刻な状況にある．

東京都では約 30万人不足している（図-2）． 

 ③東京都は職業別求人数上位 10 位のうち，8 つの職

業が有効求人倍率が 2.0 以上であり，全国のなかで

最も人手不足が深刻な状況にある． 

 

5. おわりに 

(1) 分析のまとめ 

 本研究は，地域間の雇用格差の実態を職業や個人属性

の観点から分析し，地域が求める職業と求職者が求める

職業に隔たりがあることを確認した． 

 ①求職者数は年代・地域を問わず，室内での軽作業選

好する傾向にあること 

②高齢化社会の進行とともに深刻化する「介護サービ

スの職業」の不足や今後の日本経済をけん引する

「情報処理・通信技術」の不足が都市圏を中心に

深刻化していること 

  

(2) 今後の課題 

 今後の課題は，地域間の雇用格差がどのようにして拡

大したのか，時代変遷を追うとともにその発生要因を考

察していく． 

(2018. 4. 27 受付)
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